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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第２部門第４区分
【発行日】平成30年11月29日(2018.11.29)

【公開番号】特開2018-1591(P2018-1591A)
【公開日】平成30年1月11日(2018.1.11)
【年通号数】公開・登録公報2018-001
【出願番号】特願2016-131122(P2016-131122)
【国際特許分類】
   Ｂ４１Ｊ  29/38     (2006.01)
   Ｂ４１Ｊ   3/36     (2006.01)
   Ｇ０６Ｆ   3/12     (2006.01)
   Ｇ０６Ｆ  15/02     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｂ４１Ｊ   29/38     　　　Ｚ
   Ｂ４１Ｊ    3/36     　　　Ｚ
   Ｇ０６Ｆ    3/12     ３０２　
   Ｇ０６Ｆ    3/12     ３７８　
   Ｇ０６Ｆ    3/12     ３２３　
   Ｇ０６Ｆ   15/02     ３４０Ｂ
   Ｇ０６Ｆ   15/02     ３２０Ｃ
   Ｇ０６Ｆ   15/02     ３６０Ｄ

【手続補正書】
【提出日】平成30年10月16日(2018.10.16)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００４】
　前記従来のＰＯＳシステムやプリンタでは、税抜額だけでなく税額がレシートに印刷さ
れるものの、店員等のユーザが入力操作を行なうキーボード等の操作端末とレシートが印
刷されて出力されるプリンタの位置とは別の位置になるため、ユーザが入力した税計算の
内容が正しいかどうかを簡単に確認することができない。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２３】
　前記プリンタ付き電卓１０の電子回路は、コンピュータであるＣＰＵ（プロセッサ）２
１を備えている。前記ＣＰＵ２１は、メモリ２２に記憶される計算機制御プログラムに従
い回路各部の動作を制御し、前記キー入力部１１のユーザ操作に応じた各種の計算機能や
計算データの印刷機能を実行する。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５８
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【００５８】
　この際、前記数値データ「２００」の入力と［ＴＡＸ＋］（税込計算）キー１１ｂの操
作に応じて税込計算（税計算１）を実行し、当該税込計算（税計算１）の税計算印刷デー
タである税抜額データ（入力データ）「２００．－Ｔ」と税率データ「８．％Ｔ」と税額
データ「１６．Ｔ」と税込額データ（税計算１結果データ）「２１６．＋Ｔ」とを記録紙
Ｐに印刷した後は、前記プリントモードＯＮの設定状態であっても、前記［ＴＡＸ＋］キ
ー１１ｂあるいは［ＴＡＸ－］キー１１ｂが続けて操作されたことを、前記状態フラグが
［税込計算の（税込額表示／税額表示）状態］や［税抜計算の（税抜額表示／税額表示）
状態］で続いていることを判断して、前記図９（Ａ４）～（Ａ６）で示したように、税額
データ「１６」→税込額データ「２１６」→税抜額データ「２００」を表示させて確認す
る毎の印刷処理は行わない。よって、印刷をできるだけ少なくして節約することが可能に
なる。
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